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2008ＳＮＡによる日本経済の構造変化の分析
Structural Change of the Japanese Economy in the 2008SNA

佐　藤　滋　一
Shigeichi Sato

　Abstract: Although the System of National Accounts covers the wide range of the 

national economy, it is quite difficult to use it, especially for the beginners of economics, 

as the strictness requests its users the understanding of the statistics and the rule is 

sometimes different from the basic economics.  In this paper, we try to summarize 

the recently released 2008SNA to give the readers the basic information of the recent 

economy extracted from the data.
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１　はじめに
　2016年(平成28年)12月8日に発表された平成28年7－9月期の第2次速報から国民経済計

算が2008ＳＮＡ対応となり，また基準年次も2011年（平成23年）となった。

　国民経済計算ＳＮＡ: System of National Accountsは非常に膨大な統計であるが，実

際には，せいぜい速報ＱＥ: Quick Estimationの対象である総支出の内訳が利用される程

度で，その他の数字の多くの利用頻度は高くない。ＳＮＡは国全体の最も統合化された

統計で，国際収支や資金循環など，他の統計とも関連性を持っているが，それらの統計

との概念の違いなどもあって，残念ながら多くの部分が使われていないように思われる。

また，統計が改定されるたびに精緻化が進んできたが，複雑さが増し，かえって直感的

な理解を妨げる結果となっているように思われる。

　国民経済計算は経済学の入門コースでは必修項目の一つであるが，授業が統計に追い

ついていないように思われる。また，様々な勘定などの概念を理解することがその後の

経済の分析に生かされてもいない。学生がいざ実際に使ってみようと思っても，何を使っ

てよいかを理解するまでに時間がかかるように思われる。

　そこで本稿では，経済学の初心者が習ったことを確認することが可能なように，でき

るだけ丁寧にわかりやすい形でＳＮＡを大胆に簡略化したデータセットを作成し，経済

循環に沿って，日本経済の変化をどの程度示せるかを検討してみたい。このため，元の

統計は10億円単位で小数点以下一桁の億円まで示されているが，本稿では計算段階では

元の10億円単位を利用しているものの表示は兆円単位とし，小数点以下一桁まで表示す
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る。また，支出項目を除きデータは暦年のデータを利用している。

　国民経済計算のデータは絶えず改定が行われるので，ここで利用した統計の数値も改

定される。本稿では2016年末に発表された平成26年の確報と2017年3月に発表された2016

年10-12月期の第2次速報を利用した。

２　国民経済計算統計はなぜわかりにくいのか
　国民経済計算は基本中の基本統計であり，当然，経済学の入門コースでも重要な項目

の一つとなっている。ところが，その後の学習においてあまり利用されず，経済の理解

につながっていないように思われる。その理由を順不同で挙げてみると次のようなこと

が指摘できる。

・まず，実際に利用しようと思っても，国民経済計算の体系が膨大で，どこを見てよい

のかがわかりにくい。多くの項目間の関係，他の経済統計との関係，何が違っているの

かなどがわからないままになっている。これについては一層の表示上の工夫が求められ

る。

・経済学では家計，企業，政府，それに海外という経済主体が登場するが，国民経済計

算では，企業が金融機関と非金融法人企業に分かれるほか，家計のほかに，対家計民間

非営利団体が登場する。

・同じような概念，国民総生産（現在は国民総所得），純生産，国民所得，などがあって，

これらの違いが試験の対象となったりすれば，学生にとっては，ネガティブな印象を与

える。試験の対象となること自体，簡単に理解できていないことを示すことになる。実

際に用いるのは国内総生産がほとんどであり，せいぜい，たまに国民所得が用いられる

ことがある程度である。実際の例としては，分配率や国民負担率は国民所得が用いられ

ているが，それ以外ではあまり，使われているのを見ることは少ない。

・国内総生産や雇用者所得などで，多少の違いがある概念が同じ名称で用いられており，

どちらを利用するのかがわかりにくい。「純」も固定資本減耗を除くという意味と，受取

と支払の差の２つの意味で使われている。年率も２通りの使い方がされている。

・経済主体（ＳＮＡでは制度部門別）と財を基準に捉えるのでは，やや異なる捉え方が

必要である。

・ＳＮＡ統計では，単位が10億円で表示されている。この数字が，実感として捉えにく

いというのもまた事実である。経済の規模がどの程度であるのかといったことが，実感

しにくいのである。

・名目と実質の違いが，なかなか理解されない。マクロの入門で45度線などの基本概念

を扱うときには価格が固定されている，言い換えれば，まだ物価が出てこないので，名

目や実質という概念は出てこない。固定価格であるということは，実質の議論であると

いうことで，そうでなければ，完全雇用水準というような言い方はできない。
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　学生は名目と実質の違いということについてはあまり意識をしていないので，この点

を授業において強調しておくことは必要であろう。

・実質のデータは現在，連鎖価格が使われている。これはパソコンなど，数量が爆発的

に増えているが，価格が大幅に低下しているような商品があるとき，実質ＧＤＰが誤差

を生み出しやすいという統計学的な理由から導入されたものである。連鎖価格データで

は，全体と各項目の合計が一致をせず，「開差」が発生する。

・しばしば，国民経済計算では三面等価ということが強調されている。しかし，これを

強調しすぎることは賛成できないというのがかねてよりの筆者の主張である。もちろん，

この原則は間違いない事実なのであるが，強調しすぎるのはどうかというのである。そ

の理由の第一は，国民経済計算は複式簿記の原理で作られているのに，３つ目はどこか

ら出てくるのか。統合勘定の国内総生産では分配面と支出面が「統計上の不突合」を除

き一致しているが，生産については，別途，生産勘定が設けられている。３つの勘定の

うち一つは組み替えになるわけであり，簿記で記入する以上は二面が等しく，それを組

み替えたものがもう一面あるということである。

　国民経済計算の表を実際に見ると，三面等価を数字で見ることが難しいことが第２の

理由である。確かに，統合勘定では，総生産と総支出がイコールになっているが，統計

上の不突合によってバランスが保たれている。また，分配面を詳しく示す国民可処分所

得勘定の合計は，国内総生産と等しい値ではない。国民経済計算では，国内総生産が中

心の概念であると言っても，やがて見るように，国民概念も混じっており，分かりにく

い構造となっている。三面等価は産業連関表の方がわかりやすい。

・現行のＳＮＡで遡及できるのは1994年までであり，それ以前については，以前の基準

の旧統計を利用しなければならない。日本経済の変化を見るとき，旧統計の範囲の高度

成長期と今世紀に入ってからの経済の停滞を比べるための統計が異なっているというの

はまことに使いにくい。主要な部分のみでも長期の接続系列が作成されることが望まし

い。

・国民経済計算は，福祉を測る指標ではない。このことはしばしば誤解を与える元となっ

ている。ＧＤＰが拡大しているからといって，国民の福祉が増加しているというわけで

はない。ただ，ＧＤＰが拡大した方が，福祉も向上するということは，かなり確かであ

ろうと思われる。

・多くの統計は速報値と確報値があり、データの改定が行われる。これらを利用して作

成される国民経済計算では、データの改定はつきものである。印刷物等で見られる数字

が過去の数字であるということで、最新のデータと異なっているということがありうる。

例えば、景気分析で最も注目される実質国内総生産の前期比年率のデータを見ると、過

去にプラスであったデータが改定を重ねるうちにマイナスになったりする例もないわけ

ではない。足元の経済の分析をするためのデータが、極めて怪しいものかもしれないと
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いうことは、念頭に入れておくべきで、総合判断が求められる所以である。

　本稿では，国民経済計算のフロー編のデータを兆円単位にすること，制度部門別では，

金融機関と非金融を統合して「企業」，個人企業を含む家計と民間非営利団体を統合して

「家計」，それに「政府」の３部門として経済循環を考え，また細かい項目を省略するこ

とによって，国民経済計算を要約し，これを用いて，近年の経済の構造変化を捉えよう

と試みる。

　なお，政府サービスはすべて最終生産物として扱う。政府の経済取引の中には市場を

通さないものもある。公共サービスは市場がないので，生産に要する費用，つまり民間

から購入した費用を計上することにより評価を行う。ただし，総生産の中に含まれてい

る生産に関わる税マイナス補助金は，政府の収入として分配が行われて政府の第１次の

所得となる。また，国内総生産という最終生産物を消費・投資する主体として国内総生

産の4分の１を使っていることを考えると，基本的には日本は資本主義市場経済であるも

のの，かなり混合経済になっていることが理解できるであろう。

　近年、政府の基礎的財政収支を示すいわゆるプライマリーバランスの資料において、

国民経済計算の数字が用いられている。これなども、よく統計を操作しないと分かりに

くい資料である。

３　経済循環
　表1は，国民経済計算の統合勘定と呼ばれるものを示している。数字は，現統計で遡及

できるもっとも古い1994年である。これをベースに，まず，全体の循環を捉え，各経済

主体との関係を考えてみよう。

ＧＤＰ　国内総生産

　ＳＮＡの中心的な概念は国内総生産である。

　国内総生産の概念はフローの概念であり，基準となる期間は1年である。日本では従来，

年度Fiscal Year（４月から翌年の３月まで）が予算や多くの企業の決算の関係から多く

用いられてきたが，近年では，国際比較の観点から暦年Calendar Yearも多く用いられ

るようになった。景気分析では四半期Quarterlyのデータの関心度が極めて高くなってき

ている。最近では非公式ではあるが月次のデータMonthly dataを作成する試みも行われ

ている。これはできるだけ直近の経済情勢を知りたいためで，経済指標の分析が金融市

場に及ぼす影響が強まっているということができよう。

　四半期の速報ＱＥに於いては総支出系列と雇用者報酬のみが発表される。確報が年１

回12月の発表であるため、実際の経済分析，特に足元の経済の分析には，速報で発表さ

れる総支出系列の使用頻度が高くなる。

　四半期ベースでは季節変動が見られる。このため，季節調整が行われている。季節調
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整が行われていない元の系列を原系列とよび，季節調整後の系列を季節調整系列という。

ＳＮＡでは，四半期の季節調整済みの系列を４倍して，年の数字と比較可能な形にして

いる。これを年率Annual Rateと呼んでいる。なお，四半期のデータで成長率を見ると

きには，原系列のデータでは前年同期比，季節調整のデータでは前期比を用いる。また，

前期比を年率換算することも多い。これも年率と呼ばれている。いずれにしても，基本

は年が単位であるということである。

　年や年度の数字は原系列の数字を合計したものとなっているので，季節調整済みの数

字を平均しても年や年度の数字と厳密に一致しない。

　これらの関係をまとめたものが図１である。

表１　国民経済計算統合勘定
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　国内総生産の推移を図２で見てみよう。

　2016年の国内総生産は537.3兆円であった。ＧＤＰは1997年に534.1兆円を付けた後停滞

していたが，2009年のリーマンショックにより500兆円割れとなり，2016年になって，よ

うやく過去最高水準まで回復した。しばしば「失われた20年」という言い方がされるが，

経済の規模が全く拡大しなかったという点において，高度成長期とは全く異なる経済状

況であったということができる。

　実質ＧＤＰはしかしながらこの期間中もリーマンショックによる落ち込みはあったも

のの，総じて言えば，年率では0.9％で拡大を続けてきた。実感としての経済成長が感じ

られないのは，名目のＧＤＰが拡大していないことが大きく影響しているからであろう。

　名目と実質の差は，物価，すなわちデフレーターが下落することによって生じたもの

である。図３は季節調整系列のデフレーターを見たものである。97年のピークと比べ

ると一番下がった時ではピーク時よりも物価水準は15％も下回った。高度成長期を経験

した者にとって，物価といえば上昇するイメージが強いが，今の学生にとっては生まれ

た時からずっと物価が低下しているということになるので，この感覚の違いは極めて大

図１　国民総支出の６系列

図２　国内総生産の推移



60

きいと思われる。なお，消費者物価指数はこのような大幅な低下をしていないが，デフ

レーターはパーシェ型の物価指数であり，ラスパイレス型のような基準時点における固

定ウェイトではないので，下がったもののウェイトがより大きくなるということである。

いわゆるパーシェ効果が働いている。

　このように，この統計の示す期間の日本の経済の姿は

　　・　ゼロ成長

　　・　デフレーション

であるということになる。アベノミクスの目標が，経済成長とデフレからの脱却を掲げ

ているのは，こうした背景があるからである。

　日本経済が直面する問題の一つに少子高齢化がある。日本の人口は減少を始めており，

生産年齢人口もそれ以前より減少を続けている。このこととＧＤＰとの関連を考えてみ

る。

　少子高齢化の影響は，生産年齢人口の減少が労働供給の減少をもたらし，生産要素と

しての労働の減少を通じて生産を下げる一方，人口の減少は需要を低下させるであろう。

このため，需要と供給のバランスの問題は，マクロでも当然発生するが，分野別に見れば，

その影響は大きく出る可能性がある。

　本来，経済成長は一人当たりの生産で考えられているものである。従って，一人当た

りの生産，すなわち，労働生産性を高めることが重要になってくる。今後ますます，一

人当たりのＧＤＰという指標が注目されるようになろう。

　ただし，ＧＤＰの規模そのものが小さくなるのは，例えば，アジア情勢が緊迫をする中，

ＧＤＰ１％枠で固定されている国防費や，国際機関への拠出金や対外援助などで，発言

力が低下するかもしれないということを意味することも忘れてはならない。

　なお，国内総生産については２種類の数字が存在することに注意したい。例えば，

図３　デフレーターの推移
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1994年のＧＤＰは501.5兆円であった。実は，制度部門別所得支出勘定における一国経済

の所得の発生勘定において表示されているＧＤＰは500.8兆円である。この差の0.7兆円

が，推計の誤差であり，「統計上の不突合」として表示されている。国民経済計算は簿記

の概念を利用して作成が行われているが，実際の取引を二重に記帳しているわけではな

く，多くの統計からつくられる推計データである。このため，合計が合わなくなる。国

内総生産勘定は最も統合された勘定になるが，ここで，この誤差が表示されることにな

る。所得の発生勘定において表示されている国内総生産は生産側のＧＤＰであり，支出

側から推計される支出側のＧＤＰとは異なっている。通常は，支出側の数字をＧＤＰと

して利用している。国内総生産勘定では生産側のＧＤＰと表示をされているものの，支

出側の数字が使われている点に注意が必要である。

　分配を考えるときには，付加価値として生産された数字がベースとなるので，制度部

門別の勘定では生産側の数字がベースとなっている。1994年では500.8兆円のＧＤＰのう

ち，110.1兆円が固定資本減耗で，残りの390.7兆円が国内純生産である。

固定資本減耗

　国内総生産と純生産の違いは，固定資本減耗を含むかどうかの違いである。固定資本

減耗を含む場合には「粗」または「総」Gross，固定資本減耗を含まない場合には「純」

Netという。

　ＧＤＰやＧＮＩの中には，生産に必要な資本の磨耗・消耗分を補填するため（あるい

は生産活動に貢献した資本への分配と考えることもできる）の生産も含まれている。企

業会計では，「減価償却」と呼ばれるが，国民経済計算では「固定資本減耗引当」という。

その時期に純粋に生み出された価値という観点からはこれらを除いて考えた「純」が望

ましいが，実際にはこれを測ることは難しい。

　固定資本減耗は具体的には建物や機械など，資本として用いられる固定資産の取得額

を耐用年数にわたって配分することである。

　生産に必要な資本として固定資産の購入を行えば，通常，多額の費用が必要になる。

もしその費用を購入時にのみ計上すれば，その期の利益は減少する。しかしその固定資

産はその後も使われるので，その後の期においては，その固定資産の貢献度が評価され

ないことになり，適切な処理とは言えないであろう。そこで，減価償却というやり方で，

その固定資産の各期の貢献度を評価しているのである。つまり，経常費用の把握をする

ことが減価償却の第一の目的である。

　また，別の言い方をすれば，国内総生産として生産されたものには，資本の摩耗分が

引かれずに残っていることになる。減価償却は，実際には会計処理上の話であるが，そ

の分が使われるわけではない。企業は，減価償却をして貯めた分を，将来，固定資産の

更新(投資)を行うときに，自己資金として使うことができる。これが減価償却の第二の目
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的である。

　減価償却には様々な方法があり，それによって，償却の仕方が異なる。国全体の固定

資本減耗分を正確に算出することは難しいので，本来は「純」生産が概念上は望ましいが，

実際上は総生産を用いている。

　簿記を履修している学生に減価償却について聞いてみると，何のために行うか，よく

分かっていないケースが多いように思われる。なぜこのようなことを行うのかというこ

とを丁寧に説明する必要があろう。

　国民経済計算では，各勘定において固定資本減耗を示し，純と総の両方を表示してい

ることが多いが，却って分かりにくいため，本稿では純概念を用いている。

ＧＮＰ，国民所得

　かつて使われていた国民総生産ＧＮＰ：Gross National Productは国民を基準にしたも

のである。海外との取引が少ない場合はＧＤＰでもＧＮＰでもどちらでも大きな違いは

なかったが，現在ではＧＮＰは使われなくなった。他の経済指標との関連や，海外での

所得の把握に難しい点があるためである。現在はＧＮＰと同じものであるが，国民総所

得ＧＮＩとして表記されている。

　なぜ，国民総生産から国内総生産に重要性が移ったかというと，他の経済統計が国内

を基本としているためであろう。

　ところが，制度部門別の勘定においては国民概念が用いられているので厄介である。

所得の分配

　国内純生産は寄与に応じて，経済主体に報酬として支払われる。

　雇用者報酬   家計に労働力に対する報酬として

　営業余剰　　   企業に報酬として

　営業余剰・混合所得　 家計に家計は個人企業を含むので

　生産・輸入品に課される税 政府　

　（控除）補助金　  政府

雇用者報酬

　勤め人の所得が雇用者報酬である。雇用者という言い方は誤用であって，本来は雇う

方，雇用主employerを指すべきであるが，ここでの雇用者はemployeeを指している。こ

れは労働力調査における雇用者という表示が変更されなければ変更されないであろう。

　雇用者報酬は物価の上昇，実質賃金の上昇，雇用者数の増加に分解してみることがで

きる。
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　アベノミクスで賃金の上昇が話題となってきたが，雇用の増加とともに賃金の上昇が

なければ，消費の回復は望めない。図４によれば最近の雇用者報酬の増加は，雇用者数

の増加によるところが多く，実質賃金の上昇はわずかである。非正規労働者の割合も増

えているが，賃金の低い非正規労働者の増加は，平均的な賃金の増加を抑えることにな

るということも考慮したい。

　雇用者報酬はＱＥにおいても発表されているが，その場合の雇用者報酬は海外からの

所得を含むベースである。

　雇用者報酬，営業余剰・混合所得，税－補助金が各経済主体の第１の収入である。

　次に，財産所得のやり取りがある。利子等がその内容であるが，海外から入ってきた

財産所得，及び，海外からの雇用者報酬を加えた段階での各経済主体の一次所得の合計

が，市場価格表示の国民所得になる。

　市場価格表示の国民所得には，市場価格には政府へ支払うべき間接税，また，政府か

ら支払われる補助金が含まれており，これらは生産要素への支払いではない。そこで間

接税－補助金(純間接税)を調整することによって，市場価格と生産要素への支払いの違い

を調整したものが，要素費用表示の国民純生産，すなわち国民所得National Incomeであ

る。

　国民所得は生産要素が得る所得で生産要素の間で報酬として分配される。企業が得る

営業余剰，労働者が得る所得を雇用者報酬といい，これに海外からの純財産所得を加え

たものとなる。純粋にその期間に生み出された付加価値という意味では、国民所得の方

が望ましい指標であるが、発表が年１回であるということに加え、固定資本減耗がやや

恣意的となるため、国内総生産が利用されるのは当然であろう。

図４　雇用者報酬の推移
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所得の再分配

　これらが基本的な収入源となるわけであるが，さらに，所得の再分配が行われる。す

なわち、経常税や社会保障とその他の経常移転のやり取りである。これらの所得の再分

配は新たな付加価値の発生ではないため，国全体のＧＤＰの大きさには影響を与えない

が，各経済主体別にみると収入には影響がある。また，ここでは，家計全体をまとめて

いるので，家計間での所得の再分配については，把握はできない。税及び社会保障が不

平等を改善することになるが、国民経済計算では把握できない。

可処分所得

　こうした，再分配の過程を行い，海外との所得のやり取りを加えて，最終的に得られ

たものが可処分所得disposable incomeである。市場価格表示の国民所得と可処分所得の

差は，海外からの純経常移転である。

　家計と政府はこの可処分所得を用いて，消費を行う。企業は消費を行わないとしてい

る。残った部分を貯蓄という。貯蓄というと，銀行や郵便局に行って預金をするという

イメージがあるが，国民経済計算での貯蓄は，あくまでも可処分所得のうち消費に使わ

れなかった部分であることに注意したい。なお，部門別にみると，企業から家計へ支払

われる形の「年金基金年金準備金の変動」という項目があり，調整が行われるが，次の

貯蓄率においてもこの分の調整を行っている。

貯蓄率

　貯蓄が可処分所得に占める割合を貯蓄率という。日本の貯蓄率は高かったが，低下を

続けており、2014年にはマイナスを記録した。なお本稿では家計に対家計民間非営利団

体を含めているが，家計のみを取り出して貯蓄率を計算している。

　ところで，マクロ経済学において，消費関数が重要な役割を果たしていることは言う

までもない。特に，初心者向けのマクロモデルでは簡単化のために，一次式で示すこと

が多い。図示すれば，横軸に可処分所得，縦軸に消費を取り，各年のデータを散布図と

図５　貯蓄率の推移
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してプロットすれば直線となるわけであり，旧統計の期間ではほぼ一直線上になってい

たのであるが，近年の可処分所得と最終消費支出の関係はこの関係が成立していない。

可処分所得が低下している期間について左上にシフトするのは，いわゆるラチェット効

果が働いているものと考えられるが，それだけでは説明できない変動が示されている。

消費はＧＤＰの最大項目であり，しかも経済活動の目的でもあるから，消費の分析を行

うことが今後の課題となろう。

　以上までの説明が，国民経済計算の所得支出勘定に対応する部分であり，以下が，資

本調達勘定に対応する部分である。

投資

　各部門は，貯蓄と固定資本減耗を用いて，投資を行う。投資は固定資本形成，土地の

購入，在庫品増減である。住宅建設は民間住宅投資として固定資本形成で計上される。

　土地の購入は国全体では相殺される。

　また，海外との資本移転のやり取りがある。

　これで残った部分が資金過不足となり，実物面と金融取引とつながるわけである。

図６　消費関数

図７　資金過不足
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　資金過不足を示す図７を見ると明らかなように，2000年以降，企業の資金余剰が家計

の資金余剰を上回っている。企業は生産活動のために投資を行うが，資金が足りないの

で，家計部門から資金を借りるというのが，本来の姿である。ところが，そのような状

況になっていないというのが近年のパターンである。海外の資金不足は，経常収支の黒

字幅の縮小を示している。政府部門の赤字が大きい，つまり財政赤字が続いているとい

うのも図からも読み取れる。

　資金過不足のやり取りが金融である。ただ、資金循環表は日銀のものを使うことが多

いので、本稿では取り上げない。一つだけ補足を加えると、日本銀行は金融機関に分類

されており、政府でないところに注意が必要である。

４　むすび
　本稿では，経済循環を示す国民経済計算を通じて，最近の日本経済の姿を観察してき

た。2008ＳＮＡが示す日本経済の姿は，我々が持っていた過去の日本経済に対するイメー

ジと大きく異なっている。低成長，デフレーション，所得と消費の関係の乱れ，企業の

資金余剰，財政赤字，等々といった様々な問題が示されているが，体系全体として眺め

てみると，それぞれが密接に連関しているということがわかる。

　今回は経済循環を中心として考察したため、国民経済計算に関して取り上げなかった

問題もまだ多く残っている。これらの分析は今後、続けていくこととする。

　経済の全体像を理解するための道具としての国民経済計算を大いに利用したいもので

ある。

参考資料

　国民経済計算ウェブサイト

　http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/menu.html
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